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アメ リカ鉄鋼資本の多角的事業展開 と

日米合弁企業の位置づけ(1)

石 川 康 宏

1は じ め に

1990年4月,NKK(日 本 鋼管)は ナ シ ョナル ・スチ ールに対 す る株式保有

比 率 を70%に ま で高 め,全 米第6位 の アメ リカ鉄鋼資本 を傘下 にお さめ る こと

となった。84年 のNKKに よ るナ シ ョナル ・スチールへの資本 参加(当 時50%)

を契機 と して,日 米鉄鋼大 手資本の共同事業は急速 に展 開 し,89年 ま で に 日本

大 手5社 すべ てが アメ リカ鉄鋼大 手 との鉄鋼共同事業 を成立 させてい るD。

こうした事態 の展開 は,日 米鉄鋼大 手資本の相互関係 を どのよ うに変化 させ

る ものであ るのか。一方 には,日 米合 弁企 業の展開 をアメ リカ鉄鋼資本 の鉄鋼

産業か らの 「撤 退」 と して と らえる見解 があ る2)。 ア メ リカ鉄鋼資本 は,収 益

の あが らない鉄鋼産 業か らの 「撤退」 を進 めるために,合 弁企 業設立 とい う形

態 で 日本鉄鋼資本へ の設 備売却 を行 っている とす る見解 であ る。

1)日 米 鉄 鋼 大手 資 本 に よる 鉄 鋼共 同事 業 は,今 ま で の と こ ろ,① イ ンテ ッ ク/② イ ン コ ー ト(イ

ン ラ ン ド ・スチ ー ル ・イ ン ダ ス ト リー ズ 「 新 日本 製 鉄),⑥ ナ シ ョナ ル ・スチ ー ル(ナ シ 旦ナ ル ・

イ ン タ ー グル ー プーNKK),④DNNガ ル バ ナ イ ジ ン グ(ナ シ ョナ ル ・ス テー ルーNKK一 ド

フ ァ ス コ),⑤ ア ー ム コ ・ス チ ー ル ・カ ンパ ニー(ア ー ム コー 川 崎 製鉄),⑥L-SEG/⑦L-

SIIEG(LTV一 住 友 金 属工 業),⑤USS『 コ ウペ/⑨ プ μテ ッ ク'コ ー ナ ィン グ(USX一

神 戸 製 鋼 所)の9件 成 立 して い る。

そ の事 業 形 態 はNKKに よ る ナ シ 旦ナ ル ・ス チ ール へ の 資 本 参 加 を唯 一 の例 外 と して,他 の 全

て が 合弁 企 業 の 新 規 設 立 と な って お り,本 稿 は特 に区 別 す る必 要 の ない 限 り,こ れ ら 日米 鉄 鋼共

同事 業 の 全体 を 「合弁 企 業 」 あ るい ば 「合 弁 事 業 」 と表 現 して い る。

2)レ オ ナ ル ド ・H・ リン 「ア メ リカに 進 出す る 日本 鉄 鋼 業 」(rビ ジ ネス ・レ ピ,一 』34巻3号.

1987年2月,一 橋 大学 産 業 経 営 研 究 所 編)42～43頁.ReonardH.Lynn,"MultinationalJoint

Vintu>esinTheSteelIndustry."DavidC.Mowery,Ed正teら1螂 θ㍑ 酬oπ ⑦」(わ泥αけ α蜘 θ 伽

U.S.Manufacturing,1988.p.278.
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他方には,日 米合弁企業 の展 開は両者の 「協調」関係 の発 展に他な らない と

す る見解が あるa。 これ は,合 弁企業 は 日本鉄鋼資本 の資金 と技 術 との提 供 に

よって,ア メ リカ鉄鋼資本 の鉄鋼 資本 としての再生 ・強化 を図 るもの とす る見

解 であ り,先 の 「撤退」論 とは正反対 の結論 を導 く。

私はすで に,こ うした論点 の検討 を 目的 として,日 米鉄鋼合弁企業 の事 実 を

分 析す る2本 の論文 を公表 してい るの、 だが,そ れ らの論文 は,多 角 的事業構

造 を有 す るアメ リカ鉄鋼資本 の経 営戦略全体 を考慮す るものでは な く,分 析 の

対 象 を鉄鋼事業 の枠 内に と どめるとい う制限 を もった。 その こと自体 はブ 合弁

企 業の位置づ け を論ず るため には,先 ず合弁企業 の何であ るか を明 らか に して

おかねば な らない とい う研 究 の必要 な手順 に迫 られ た ものでは あるが,他 方 で,

そ うした制限 は,合 弁企 業 を 「撤退」 の手段 として とらえるか否か とい う論点

に対す る私 の回答 を,ご く眠声 された論拠 を しか もちえない ものに とどめ る結

果 とな った。

そこで,本 稿が.こ の残 された 問題 の解 明 を自らの課 題 とす る。本 稿の構成

は次 の ようであ る。第1に,ア メ リカ鉄鋼 資本 の多角化 の長期的動 向を概 括す

るために.個 々の資本 ご とに,そ の多 角的 展開の時期的特徴 と展 開先産業の分

布 とを分 析す る〔第H章 〕。第2に,日 米合弁企 業が設立 され る80年 代 において.

個 々のアメ リカ鉄 鋼資本が鉄鋼事業 をどの ように位 置づ けていたのかを明 らか

にす るため に,そ れ ぞれ の事業部 門 ごとの営業利 益 と設備投資 との推 移 を分析

す る〔第皿章〕。 そ しで.最 後 に.以 上 の分 析 を受け て,個 々に事業構 造 を違 え

るアメ リカ鉄鋼資本 にお け る,日 米合 弁企 業の位置づ けの相違 を明 らかにす る

3)例 えば,八 木英 夫 『い ま 「鉄鋼産業」 か ら目を離 すな』(か ん き出版1989年)162頁,多 田研

三 『鉄鋼 〔改定版〕』(日 本経済 新聞社1ユ990年)162頁 。

4)本 稿は,私 の次の研究 を前提 としている。 先 ず 「鉄鋼産業 における 日米 合弁企業の展開」(京

都 大学 『経済論叢』第147巻 第 ユ・2・3号)は,日 米鉄鋼大手資本 による9件 の合弁事例 を時 系

列 で紹介 し,そ の特徴 を分析 した ものである。次 に 「鉄 鋼産業にお ける日米合弁企 業の設立一

日米鉄鋼資本におけ る合弁企業実現へ め諸 条件 の成熟過程」(京 都 大学 『京都 大学 経済論集』 第

3号,1991年8月)は,合 弁企業 の実現 に必要な諸条 件が 日米鉄鋼資本 それ ぞれ において どの よ

うに成熟 してい った かを分析 した ものである。参 照願 えれば、本稿 の論 旨にっ㌧・て も理解 が容易

となろう。
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〔第 卿 章 〕5)。

IIア メリ力鉄鋼資本における多角的事業展開の長期推移

ア メ リカ鉄鋼 資本 の多角的事業展 開は,文 字通 り多様 な内容 を含 んでい るが,

そ の事 実 を詳細 に紹 介す るこ と自体 が本 稿の課 題なのでは ない。 こ こでは,日

米 合弁企業 が実 現 して い く1980年 代 において,ア メ リカ鉄鋼資本が多角的事 業

5)表 編 と先行研究 との 関係 について述 べるならば,日 米鉄鋼 合弁企業の展開 とアメ リカ鉄鋼資 本

の多角的事 業経営 との関係 を主題 とす る論文は,本 稿が初め ての もので ある。 そこで,日 米鉄鋼

合弁企業 に関する文献 の紹介 につい ては前掲拙稿 を参照願 うこととして,こ こでは,ア メリカ鉄

鋼資 本の多角化に関す る諸研究 を紹介 してお く。

先 ず,ア メリカ鉄 鋼資 本の多角的事業展開 の事実 を最 も要領 よく整理 し.たものとし.て,鉄 鋼海

外市場調 査委員会/一 般委員会 ・市場第一委員会 「欧米鉄鋼 業における多角化」(日 本鉄鋼連盟

『鉄鋼 界』 ユ972年6月 号),秋 山一武 「米 国鉄鋼業の多角化」(日 本鉄鋼連盟 『鉄鋼界』1983年2

月号),戸 田弘元r鉄 鋼業 』(日 本経済新 聞社,1987年)を あげる ことがで きる。 また,戸 田弘元

「主要鉄鋼 企業の最 近の動 向」(日 本鉄 鋼連 盟 『鉄鋼界』ユ986年12月 号),戸 田弘元 「米国鉄鋼企

業変化 の背 景」(日 本鉄鋼連盟 『鉄鋼 界』1986年12月 号)は,同 氏の上 記著作 ともあわ せてア メ

リカ鉄鋼資 本の個 々の動 向の分析 を主題 とした最新 の研究 とな っている。平沼亮 「環 太平洋圏 に

おけ る鉄鋼 高炉 業界の現状 と展望」(野 村総 合研究 所編 『日 ・米 ・韓企業の経営戦略』1987年 所

収)は,ア メ リカ鉄鋼資 本の分析 を主 題 とした ものでは ないが,日 本,ア メリカ,韓 国それぞれ

の鉄鋼資本 の動 向とその相 互関係 を,プ ラザ合意以降の為替相場 の変動 な ど国際経済 環境 の変化

を考慮 しっ っ分析 した視野 の広 い優れ た研究 とい える。 日米鉄鋼合弁企業 の設 立が開始 され る直

前の アメ リカ鉄鋼資 木の状 況を分 析 した もの としては,勝 原健 「生 き残 り賭 け多面的 展開図 るア

メ リカ鉄鋼産業 」(『週刊東 洋経済 臨時増刊』1984年9月27日 号)が,簡 潔 に して最 も要領 を得た

研究 とな っている。

以下,必 要 に応 じて行講 中に紹 介す ることとし,文 献名 のみ列挙 してお く。 鈴木行生 「再生に

向けてり企業戦略動 向」(日 本鉄鋼連盟r鉄 鋼界』1985年3月 号),翔 一郎 「1985年夏の アメ リカ

経済」(愛 知県 立大学外国語学部 『紀要』第19号 ・2分 冊の2),中 尾征雄 「転 換期 を迎 えたUS

スチ ール の経営戦略」(日 本鉄鋼連盟 『鉄鋼 界』ユ977年9月),八 木英夫 「苦 悩するUSX社 の リ

ス トラクチ ャリング」(日 本鉄鋼連盟 『鉄鋼 界』1987年8月 号),田 口定雄 「USス チールの化学

事業 の現状 と展望」(日 本鉄鋼連盟r鉄 鋼界 』1982年3月 号),松 田常美 「USス チールのエ ンジ
ニア リン グ事業」(日 本鉄鋼連盟r鉄 鋼界』1981年1月 号) ,大 庭賢 「新 日本製鉄/USス チ ー

ル」(村 山徳五郎編 『企業競争力 の秘密』中央経済社,1987年 所収),石 崎忠司 「新 日鉄 とUSX」

(日本証券経済研究所 『証券資料No.10ユ 〔事例研究 ・国際経営比較〕』1988年 所収).「 海外 レ

ポー ト・米産業 界に広 がるUSX鉄 鋼 身売 りの衝撃」(r週 刊 ダイヤモ ン ド』 ユ990年10月13日 号),

ラル フ ・ネイダー/ウ ィリアム ・テイ ラー 『ビッグ ・ボ ーイ ズ』(文 藝 春秋,1988年),稲 葉栄子

「鉄鋼業 をめ ぐる国際環 境 と日本企業の戦略」(日 本長期 信用銀行調査部r調 査月報』No.170,

1980年5月),並 木信義/日 本経済研究セ ンター編r日 米 の産業比較 』(日 本経済新聞社:,1985年),

声名直喜 「日 ・米鉄鋼業 における 『合 理化』・多角化の動 向」(基 礎経済科学研究所 『経済 科学通

信』第55号,1988年3月),山 下統司 「アメ リカ鉄 鋼業におげ るコングロマ リット化 につ いて」

(関東学院大学大学院 『経 済学研究科 紀要』 第8号,1981年1月)。
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部 門の一部 としての鉄鋼事業 を どう位置 づけていた のか を明 らか にす るための

予 備的 な作業 とい う限 りで,1950年 代 か ら1980年 代 にか けて の非鉄鋼 事業 展開

の長期 推移 を,個 々の資本 ごとに概 括 してお くこ ととす る。

第1図 は,ア メ リカ鉄鋼大 手資本の主 な多角化部 門 を,そ の展 開時期 に応 じ

て分類 した ものであ る¢各部 門は それ ぞれ の鉄鋼資本 に とって主 要 な ものに絞

り込 んであ り,ま た原料 ・資源部 門 な ど鉄鋼事 業の一環 となる もの につ いては

省略 してあ る。 いず れ も,そ れぞれの鉄鋼 資本 が,鉄 鋼 産業 の枠 をこえて どう

い う領域 に展 開 し.ま た これ を再編 してい ったかについての概括 を容易 とす る

た めである。.

1,USX

USXに お け る 多 角 化 の 特 徴 は,先 ず そ の 展 開 の 時 期 の 早 さ と展 開 の 幅 の 広

さ と に 見 られ る 。50年 代 の う ち に,す で に エ ン ジ ニ ア リ ン グ のU.S.S.Amer・

icanBridgeDiv.(1952)6>,石 油 関 連 のU.S,S,OilWellDiv.(1952),住

宅 のU.S,S.HomesDiv.(1956),セ メ ン トのUniversalAtlasCementDiv.

(1958)が そ れ ぞ れ 設 立 さ れ て お り,さ ら に60年 代 に は,化 学 のU.S.S.

ChemicalDiv,(1966)お よ びU.S.S.Agri-ChemicalDiv(1969).が 設 立

さ れ,ま た チ タ ン のReactiveMetalInc,(1962),金 融 のU.5.S.Finance

Corp.(1968)が 設 立 さ れ て い る。 こ の 時 期,USXは 自 ら を 「素 材 とサ ー ビ ス

に お け る 多 角 化 企 業(ADiversifiedProduceratMaterialsandServices)」

(68年 ア ヨ ユ ア ル ・レ ポ ー ト,以 下 「同 社68年 版 」 と 略 記 す る)と 規 定 し て い

た 。

70年 代 に は 化 学 部 門 の 充 実 を 中 心 に そ れ ぞ れ が 展 開 さ れ るが7),多 角 化 部 門

の 新 た な拡 張 は 行 わ れ て い な い 。 多 角 化 部 門 の 位 置 づ け に つ い て.ス ピ ア 会 長

6)USXに お けるエ ンジニア リング事業 の展開 につい ては.前 掲 ・松田常美FUSス テ ール のエ

ンジニア リング事業」が最 も詳 細である。

7)USXに お ける化学事業 の展 開の詳 細については,前 掲 ・田 口定雄 「USス チールの化学事 業

の現状 と展望 」を参照 の こと。
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.はrUSス チ ールは非鉄鋼 だが鉄 鋼.に関連 のある事業 の確立 を重要 な事業 目的

の一つ と考 えて きた」 とし,.そ の理 由に 「鉄鋼 事業 の景気変動 の影響 を緩和す

る」 ことをあげ てい た。 また,ス ピアは 「長期 的 にみ て国内鉄鋼需要 の伸 びは

平 均2.5%に 過 ぎない」 が,「 われ われ の他 の事 業分 野 の市場 の伸 びは米国のG

NPの 伝 統的 な伸 びである4%を 上 回 るだ ろ う」(以 上,同 社75年 版)と して,

鉄 鋼事 業での収 益停滞 を埋め合わ せ るもの としての意義 を も多角化部 門に与 え

ている。

78年,会 長は ロデ リックに交代す る。 ロデ リックはrUSス テ ー.ルは経済 の

伸 び と歩調 を合 わせ る。 その ため にGNPの 伸 び以上 に期待 し得 る市場 に投資

しなけれ ばな らない」 として,鉄 鋼事業 におけ る収益 の停滞 を多角化部門 で埋

め合わ せる とい うス ピアの路線 を継承す るが,他 方 で 「鉄鋼 が競 争上 の利 潤 を

もたらす限 りで将来 も主 要な事業 であ り続 ける」(以 上,同 社80年 版).と い う

表 現の もとに,収 益 をあげ られなければ鉄鋼事業 であ って も 「主要 な事業⊥ を

外 れ ることがあ りうるこ とを初 あて明確に した。

そ して,事 実,1982年 のMarathonOilCo.の 買 収に よ り,USX40鋼 事

業 を中心 とす る資本か ら石油事業 を中心 とする資本 へ と変身す る。 文 字 通 り

「1982年 は1901年 の 会社 創立以来最 も劇的 に当社 の構造 を変 えた年」(同 年82

年 版)で あ った。MarathonOilCo.の 買 収は,買 収資 金捻 出のため の多角化

部 門の整理 をともな った。 か っ て全米一 の生産量 を誇 ったUniversalAtlas

CementDiv.は,す でに1980年 に売却 され ていたが,さ らにチ タンのReac・

tiveMetalInc・ や金融 ・リースのPersyWilsonMortgageandCorp .が 売

却 され,70年 代 の多角化 を主 導 した化 学部 門で さえ も縮小が 開始 され る。

こう して,50年 代 ・60年 代 とその手 を広 げ,70年 代 には安定 したか に見 えた

USXの 多 角的事業 経営は,86年 にお けるTexasOil&GasCo .の 買収 を も

経 て,石 油 ・ガ スの エネ ルギー事業へ と二 季に集約 され てい く。86年,USス

チ ールは社名 か らスチ ール を外 し,USXと な る。
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2.LTV

LTVは,1953年 設 立 のLing田ectronicaInc.を 母 体 と し,60年 代 の 積 極

的 なM&Aに よ り急 成 長 を とげ た コ ン グ ロマ リ ッ トで あ る8)。LTVは 全 米 第

7位 の 鉄 鋼 メ ー カ ー で あ るJones&LaughlinCo.(1968)を 買 収 す る こ と に

よ り,一 躍 全 米 第14位 の 企 業 に の し あ が る 。 ま た,60年 代 初 頭 か ら 手 を ひ ろ げ

て い た 軍 需 産 業(ジ ェ ッ ト戦 闘 機 ・ ミサ イ ル 等)は.1969年 に は 軍 需 契 約 で 第

7位 と な る 。 しか し,買 収 資 金 の 調 達 に よ る 巨 額 の 負 債 や 主 要 買 収 企 業 の 収 益

低 下 な ど に よ り経 営 は 悪 化,70年 代 に 入 り セ イ ヤ ー会 長 は 多 角 化 部 門 の 整 理 ・

再 編 に 乗 り出 す9)。 ま ず ス ポ ー ツ 用 品 のWilsonSportsGoods(1974),薬 ・化

学 のWilsonPharmaceutical&Chemical(1974)が 売 却 さ れ,さ ら に70年

代 後 半 に は ホ テ ル ・レ ジ ャ ー 事 業 や 食 品 加 工 事 業 か ら も撤 退 し て い く。

他 方,1978年 に は 同 じ コ ン グ ロ マ リ ッ トで あ る ラ イ ク ス を 買 収 し,こ れ に よ

っ て 鉄 鋼 のYoungstownSheetandTubeCo.,石 油 関 連 機 器 のContinental

Emsco,海 運 のLykesSteamshipな ど を 獲 得 す る 。 そ の 後LykesSteamship

(1982)は 売 却 さ れ る が,石 油 関 連 機 器 部 門 は,UnitedMeterCo.(1980)や

WilsonOilRig(198ユ)の 買 収 な ど に よ っ て 拡 張 さ れ て い く。 ま た,航 空 ・防

衛 事 業 に つ い て は,Gramanの 買 収(1981)'とCryslerの 戦 車 部 門 の 買 収

(1982)と に 失 敗 した 後,A,M.Generalの 買 収(1983)に 成 功 し て 装 甲 車 ・

軍 需 トラ ッ ク 部 門 を 獲 得 し,さ ら にSierraResearchを 買 収(1983)し て 誘

導 用 ・巡 航 用 レ ー ダ ー シ ス テ ム の 設 計 ・製 造 事 業 に 乗 り出 して い く。

8)渡 辺 明 『コング ロマ リット研究』(ミ ネル ヴァ書房,1984年)は,「LTVの 買収過程 と リデ ィ

プμイ メソ ト・プ ラン」(31～37頁)に おいて,LTVを 「その合併 も1960年 代 に急速 な成 長を

とげまた衰 退 してい った とい う,ま さに コングPマ リッ トの範例 である」 と述 べ,LTVに おけ

る買収 資金調 達方法 としての 「リデ.rプ ・イ メン ト・プラン」や.ITT等 との 「金融 資本集団

の中で持 っている意 味」 の相 違等 を分析 してい る。

9)「 激 しい合併 に もかかわ らず,196咋 には,LTVの 収益性 はきわ めて悪化 した。 それは売 上

高 に対 する利 潤率 の比較的高い オコナイ ト(ワ イヤーケーブル製 造企 業一一 引用者)が1968年 の

銅 山ス トであま り業績が上が らなか った こ とと,新 しい企 業を買収 した失敗 を反 映 して3830万 ド

ルの損 失 を計上 した ことに理 由がある」(渡 辺明rコ ングロマ リット研究』32～33頁)。 また,.こ

の時期rLTVは,長 期 負債 を1964年 の37。0万 ドルか ら1969年 刎7億 ドルへ と45・95倍増 加 させ」

(同,34頁)て い る。

〔
.
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だ がLTVの 事 業部 門構成 にとって決定的 な転機 をな した の は,1984年 の

RepublicSteelCc.の 買 収 であ る。RepublicSteelCo.は,長 くナ シ ョナル ・

スチ ールや アーム コと全米第4位 の地位 を争 って きた鉄鋼大手 で
,こ の買収 に

よって誕生 したLTVス チ ールは一 挙に業界第2位 の鉄鋼 メ ーカ ーとなった10)。

こ っして,LTVは 長期 的 に安定 した中核的事 業部 門 を もた ない複合企業 か ら,

鉄 鋼事業 とい う中核 的事業部門 を もつ,鉄 鋼産業 資本への転化 を遂げ た11)。

一

!

、

刃

3.ベ ス レヘ ム ・、スチール

ベス レヘ ムにあっては,多 角化部 門の比重は一貫 して小 さな ものであ る。80

年 代初頭,「 ベス レヘ ム ・スチール はなぜ鉄鋼 事業 に固執 しているのか,な ぜ

多角化 を しないのか とい う質問 をよ く受 け る」 として,ト ラウ トラ.イン会長 は

次 のよ うに回答 してい る。rそ の答 えは2つ ある。1っ は経済 が立 ち直 り,わ

れ われ の コス トを下 げ さえず れば,わ れわれは鉄鋼業 において充分 な収益が得

られ るか らであ る。 もう1っ の答 えはわれ われは既 に多角化 を行 ってお り,そ'

の 非鉄 鋼部 門は利益 で企 業 に寄与 してい るか らである」(同 社82年 版)
。

まず 多角 化部 門の展開 を見 てお けぼ,ベ ス レヘ ムは,.1950年 代 にはす でに石

油採掘機器 事業.に進 出 してお り,ま た69年 に はKusanInc,を 支 配 して,プ ラ

ス チ ック成 形事 業に も乗 り出 して い る。1970年 に はMulticonPropertiesInc .

を 支配 して住宅 ・不動産 事業 に進 出 し,7昇 年にはモ デ 皇ラー ・ノ・ウス工場 も設

立 す るが,こ ち らは営業不振 のため73年 に撤退 す る。石油機器事業は,そ の後

82年 に はBethSupplyDiv.へ と発展 し.ま たプ ラスチ ック事業 もShaper

ManufacturingCo.の 買収(1970)や その他 プラスチ ヅク加工子 会社 の買収 な

どによ って拡張 され てい く。

10)買 収 されたRepublicSteelCo.は 「わ れわれの中核 事業の鉄鋼事業が多角化部門 を支 える と

とがで きる まで は,わ れわれ の多角化部 門への投資 は 自ずか ら制限 され る」(同 社82年 版)と の

立場 をとり,い くつかの多角化 を展開 してはいた もののその規 模は小 さな もの に とどまった。
11)80年 代終 盤以降 の東 西関係の激変に よる防衛産業 の不 振を受 けて,91年,LTVは 航空 ・防衛
部門 の売却 を表 明する。 これが実現すれVi,LTVの 事 業構造 は鉄鋼 専業資本 としての色彩 を一

段 と強める こととなる。
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第1図 ア メ リカ鉄 鋼 資 本 の多 角 的 事 業 展 開 主 要 分 布 図

石 油 関 連 機 器

石 油 ・ ガ ス

住 宅 ・不 動 産
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(資料)各 社アニュアル・レポート等。

1)U,S.SteelO,Bethlehem△,National□,Inland●Armco△LTV/。

2)印 は各社の多角的事業展開の時期と分野を示し,印 に下線のあるものはそこからの撤退ある

いは大幅な縮小を示す。

3)多 角化部門は各社の国内の主要非鉄鋼関連部門に限定してある。
"4)LTVに ついては鉄鋼事業に進出した68年以降の変化のみを示してある。

設 立当初か らの事業部 門であ り多角 化部 門 とは いえない が,長 くベス レヘ ム

の 主要事:業部門 の1つ であ った造船部 門 につ いて もふれ てお く。第2次 大戦中

に多 くの軍艦 を建造 した造 船部門は,1960年 代 初頭 に原子 力巡 洋艦 や原子力 ブ

リゲー ト艦 を建造 し,70年 代 に入 って も26万5000重 量 トンとい う米国最大の タ

ンカ ーや また米国最大 のコ ンテナ船 を建造す るな ど活 発な生産 を続 けて いた。

受 注の減 少には造船所(最 盛時 には8ケ 所保 有)の 売却や,建 造か ら修理へ の

事 業 内容 の重点移動 な どで対応 して きたが,70年 代 中盤か らの造船需要 の急 速

な低下 によ り,80年 代 初頭.には造船 事業か ら完全 に撤退 してい る。

80年 代前半 の鉄鋼不 況期 をへて86年 までに,石 油機器事 業や プラスチ ック事

業 な ど鉄鋼加工事 業を除 く.すべ ての多角化部 門は売却 され る。 鉄鋼 部門 の計上

す る巨額 の赤 字に よる財務危機 の回避が 目的 であ る。 こ うして,必 ず しも積 極

的で なか った とは いえ,50年 代 か ら続 いて きた多角化 事業はいずれ も失 われ,

今 日ベス レヘ ムは鉄鋼 と鉄鋼加工 との2つ の事業部門 のみ を もつ鉄 鋼専業資 本
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と な っ て い る 。

4.ナ シ ョナル ・インターグル ープ(N1工)

ナ シ コナル ・スチ ール の多角化部 門 において 目を引 くのは,ア ル ミニウム部

門 の規模 の大 きさであ る。全米第4位 のアル ミ精 練 メーカーであ.るSouthwire

Co.と の合 弁に よ りNational-SouthwireAlminumCo.(1968)を 設 立,さ ら

にNationalAlminumDiv.(1969)を 設 立 し,そ の後 も設備 の拡張 を続 け.

精 練 ・圧延 ・加工 ・販 売の全て を手が けるにいた ってい る。 「アル ミニ ウムは

最 も急速 に成長 してい る産業で あ り,当 社 が鉄鋼 で得た技 術的 な経験 はアル ミ

ニウムに も生 かせ る。 さらに鉄鋼の消費者は アル ミニウムを も消費す る」(同

社65年 版)と い うのが,進 出の動機 であ った。 また,Korhumel.Steel&A1.

血iniumCo.(1963)お よ びA.R.Purdy(1963)の 取 得 を基 礎 に,早 い時期

に鉄鋼流通部門 であ るNationalSteelServiceDiv,(1963)を 設 立 している。

70年 代後半 には,多 角化 の 目的 について,① 鉄鋼業 を補完す る場合 と,② 将来

多大の利 益が見込 まれ企業 を発 展 させ る可能性 のあ る場合 とをあげ(同 社78年

版).,後 者 の具体化 としてUnitedFinancialCorporationofCallifornia(1979)

を 買収,さ らに全米 第7位 の金融保険会社 であ るFirstNation-WideFinancial

Corp.(1980)を 買.収す る。但 し,FirstNat三 〇n-WideFinancialCorp ,は 石 油

関連 のPermianCorp.(1985)を 取 得す る際 に売却 してい る。

鉄鋼部 門の位 置づ けにつ いては,ス テ ィンソン会長が 「ナ ショナル ・スチー

ル ぱ鉄鋼会社 であ り,今 後 と も鉄鋼部 門が主要 な部 門であ り続け る」(同 社80

年 版)と していたのに対 し,後 を継 いだ ラブ会長 は 「ナ シ ョナル ・スチ ール の

使 命 は株主 に対 して リターンを与 え続け る ことであ の,そ のためには なお 一層

の多角化 を図 るつ も りであ る。鉄鋼部門 は需要 が減退 した場 合 には 縮 小 さ せ

る」(同 社81年 版)と して明 らかな路線転 換 を行 う】2)。そ して1983年,持 株会

エ2)AmericanMetalMarket(May31,1984)に おけ るヲブ会長 の発言 によ.ればヤ この時期 ナシ

旦ナ ル ・スチールは.① 鉄鋼部門 を半減す る,② 資産 を非鉄鋼 部門に再編成す る,③ 貸借対照/
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社 ナ シ ョナル ・イ ンタ ーグル ープ(NII)が 設 立 され,ナ シ ョナル ・ス チー

ルはその6つ の事業 グルー プの1つ の現業会社 に格下げ され た。

進出 した多角化部 門か らの大 きな撤退が ないのはナ シ ョナル ・スチ ールの特

徴 であるが,80年 代 前 半の急速 な鉄鋼産業 の落 ち込 み もあって,NIIは 鉄 鋼

部門 の縮小 ・売却の方針 を明確 に してい く。 まず1984年1月 に,閉 鎖 を主 張 し

ていたWeirt。n製 鉄所 を鉄鋼労働者 に売却 す る。次 に,2月 にほUSス チ ー

ルへのナ シ ョナル ・スチ ールの売却合意 が発表 され る。 これ は司法省 との関係

に よ り実現 され なか ったが13),そ の 直後 にはNKKへ の ナ シ ョナル ・スチール

株50%売 却 が実現 してい く。ナ シ ョナ ル ・スチ ールへのNKKの 資 本参加1こ際

して,ラ ブ会長 は 「私 が望 んでい るの は,ナ シ ョナル ・スチ ール を世界級 の競

争者 にす る ことであ る」 と述べ,85年 には12億 ドル とい う破 格 の設備投資計 画

を明 らか に してい くが,85年 末 あるいは86年 初頭 には早 くもナシ ョナル ・スチ

ール の完全売却 をNKKに 申 し出 てい る。 そ して,86年 には幹部人事 の移動 に

よ ってナ シ ョナル ・スチ ール におけ るNKKの 影響 力 を増 し,結 局,本 稿冒頭

に述 べた よ うに,1990年4月 にはナ シ ョナル ・スチ ールの所有権 をNKKに 移

動 した。

もはや,NIIの 所 有 す る30%の ナ シ ョナル ・スチール株 を,NIIが 今 後

も所有 し続 け る積極 的 な理 由は ない。 ナシ ョナル ・スチ ールが社名か らスチ ー

ル を外 し,NIIを 設 立 してい く過程,そ してそのNIIが 自 らの100%子 会

社 であ ったナ シ ョナル ・スチールをNKKに 売却 してい く過程は,明 らかに鉄

鋼産業 か らのNIIの 撤 退 の過程 であ った。

5.イ ソ ラ ン ド ・ス チ ー ル ・イ ソ ダ ス ト リ ー ズ

＼表 を改善する,と い う3っ の 目標 を もっていた。

ユ3)撫`昭(March12,工984)に.よ る と,USXとNIIは 「司法 省がLTVとRepublicSteel

Corp.社 の合併 計画に異議 を表明 したの で,両 者 は2月1日 に締 結 した基本協定 を断念 する こと

に した。 ・・・…U.S.Steel社 とNationalSしeel社 の合併 計画が認可 され る希望 は全 く失われて

し象った」 としてお り,他 方 この決定 に対 して司法 省は遺憾の意 を表 明 している。
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イ ン ラ ン ド ・ス チ ー ル に お け る 多 角 化 の 特 徴 は,そ の ス チ ー ル ・サ ー ビ ス セ

ン タ ー 部 門 の 比 重 の 大 き さ に あ る 。1950年 代 に は ,す で に 全 米 最 大 の ス テ ー.

ル ・一リーー ビ ス セ ン タ ー で あ るJosephRyerson&Sonを 保 有 し て お り,後 に

ベ ス レ・ヘ ム ・ス チ ー ル か らTullIndustryCo .を 買 収 し て 同 部 門 を 補 強 し,今

日 に い た っ て い る り

「騨 的圃 領域の外での幡 チ・ソスを探究 しなくてはならない」(同 社

68年 版)と の立場 か ら,A.0.Smithと の合 弁(1969)で 新 素材分野 に,

ScholzHomesInc,の 買 収(1969)を 契 機 に住宅建設 へ,ま た コ ンピュータ

ー ・ソフ トウェアのOn-liveDecisionInc
.に も資本 参加(1970)を つ うじて

進 出 してい くが,ス チール ・サ ー ビス センター以外 の領 域では 目だ った成果 は

見 られ なか った。

86年,持 株会社InlandSteelIndustriesInc.の 設 立 に際 し,事 業部門 の整

理 が行 われ るが,残 され た事業部 門は鉄鋼 部門 とスチ ール ・サー ビスセ ンター

部 門 との2つ だけで あった。多角化部 門の中心 が一 貫 してス チール ・サ ービス

セ ンターであった ことを考 えれば ,実 は,イ ン ラン ドは一貫 して広い意味 での

一 鉄鋼事業 と鉄鋼 関連 事業 との枠 に とどま り続 けた とい う意味.で一 鉄鋼専

業 資本 であ り続 けた のである。

6,ア ー ム コ

ア ー ム コ は ア メ リ カ 鉄 鋼 大 手 資 本 の な か で,も っ と も早 く社 名 か ら ス チ ー ル

を 外 し.た鉄 鋼 資 本 で あ る(1978)。 特 に,石 油 関 連 機 器 のNationalSupplyCo ,

の 買 収(1958)を 契 機 に 多 角 化 ば 進 展 し,チ タ シ 製 造 のOregonMetallurgical

. Corp.(1966)へ の 資 本 参 加,チ タ ン を 含 む 合 金 製 造 のOlympicScrew&P{pe

Co.(1966)の 買 収,さ ら に,新 素 材 や 航 空 ・ ミサ イ ル 部 品 な ど を 製 造 す る先

端 産 業 企 業HITOC.を 買 収(1969)し て,Aerospace&Strategicmaterial.

Div.を 設 立 し て い く。 金 融 ・ リ ー ス の 領 域 で もFinancialEnterpriseGroup

の 設 立(1968)以 降,GATX/BootheCorp.の 買 収(1969) ,そ の 後 のFinan一
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cialServeceGroup設 立 と事業は拡張 され,ま たエ ンジニア リングにおいて

も,ArmcoEmvironmentalEngineeringの 設 立(1970)を 基 礎 に,特 殊建設

企業 の買収 が続 いてい く。 さ らにエネルギ ー部 門への進 出は,石 油 ・ガスの開

発調査 を行 うStrateEnergyInc.の 設立(1973)に よ って果 た された。60年

代 ・70年 代 の多角化は,実 に精 力的であ る。

だが,そ の多 角化部 門が80年 代に入 り急速 な整理 ・縮小 を余儀 な くされ る。

アーム コは1982年 に鉄鋼 の不 振 によ り44年 ぶ りの赤字 を計上 し,83年 には ・・ネ

ルギ ー部門 で も赤.字を計上 す るにいた る。 そ こか ら不採 算部 門.の整理が始 ま り.

ま ずFinancialServeceGroup(1983)とStrateEnergyInc.(1983)が 売

却 され る6ア ームコ自身が 「われわれ は現在 ア ーム コの将来像 を描 くことはで

きない」(同 社84年 版)と 言わね ぼな らない状態 であ った。

翌85年,ア ーム コは 「長期経 営戦 略」 を決定す る。 それ に よれ ば,「 ア ーム

コは70億 ドルの売 り上げ を もつ多角 化企 業か ら,よ り小 さな鉄鋼 専業 の企 業 に

なる」の であ り,そ のためには 「5億 か ら8億 ドルの資産 を売却 す る こと」が

必要だ とされ た。 実際,こ の方針 に従 い,良 好 な収 益 をあげ てい たAerospace

&StrategicmaterialDiv,が 売 却(1985)さ れ る。 「長期経営戦 略」 の実現

は2っ の段 階にわけ られ,第1段 階 の 目的 は 「アー ムコの財務状態 を安定 し,

改 善す ること,そ して アーム コを小 さな,分 権 的で利 益 の上 が る企業 にす るこ

と」 であ り,こ の段階は2年 半 か ら3年 の期 間 を必要 とす る とされ る。第2段

階は発展の段階 とされ 「アー ムコは鉄鋼部 門 につい て も,特 殊鋼 や 自らに適 し

た もの に特化 してい るため,将 来 も特殊 鋼 な どの素材や プ[セ ス に関わ ってい

くだ.ろ う」(以 上.同 社85年 版)と された。 その後,USXと の 間 に油 田機器

の合弁会社 を設立 し,そ こにNationalSupplyCo.を 編 入す る とい う形 で.

ア ーム コは石油 関連機 器部門 か らも撤退 を進 めてい く。

社名 か らスチ ール を外 して脱鉄鋼 を図 ったア ームコであったが,今 日のア ー

ム コの事業部 門は.普 通鋼,特 殊鋼,鉄 鋼 加工 ・流 通他 の3部 門のみであ る。

その破綻.こ れ こそ溶 アーム コゐ多角 的事 業展 開の帰結 であ った。


